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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針 

 

１．総則 

各地方公共団体における保健、医療、福祉及び教育部局並びに医療機関等の関係機関

の連携をより一層推進し、難聴児1本人及びその家族等への支援につなげるための方策に

ついて、厚生労働省及び文部科学省が連携し検討を進めるため、平成 31 年３月に両省の

副大臣を共同議長とする「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロ

ジェクト」を立ち上げた。同プロジェクト報告に基づき、各都道府県において地域の実情

に応じて難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画（以下単に「計画」

という。）を作成するに当たり、指針となるものとして、「難聴児の早期発見・早期療育推

進のための基本方針」（以下「本方針」という。）を作成する。 

なお、本方針を作成するに当たっては、有識者で構成する「難聴児の早期発見・早期療

育推進のための基本方針作成に関する検討会」を立ち上げ、難聴児支援に携わる関係者・

当事者からのヒアリング及び議論を行った。 

 

 (1) 目的、支援の必要性 

先天性難聴児は出生数 1000 人当たりに１～２人とされており、早期に発見し、適切な

支援を受けることにより、自立した生活を送るために必要な言語・コミュニケーション

手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。以下同じ。）の獲得につなげることができ

る。支援が必要と判断された子に対する療育は、遅くとも生後６か月頃までに開始され

ることが望ましいとされており、そのためには生後１か月までの新生児聴覚検査及び３

か月までの精密検査の実施が望まれる2。加えて、その間、不安を抱える家族等の支援が

必要と考えられる。また、新生児聴覚検査で再検不要と判断された場合でも、新生児期以

降において徐々に発現する進行性難聴等に留意する必要がある。 

また、難聴児及びその家族等に対する支援については、発達段階に応じた療育を受け

ながら難聴児が本来持つ力も生かして、心身の健やかな成長や発達を保障することを目

的とし、地域差なく切れ目ない支援の実現に向け、保健、医療、福祉及び教育の多職種が

連携した取組を進めていくとともに、難聴児の将来を見据えて3支援することが重要であ

る。 

 

(2) 難聴児支援の基本的な考え方 

＜早期発見の重要性＞ 

  難聴は、早期に発見され適切な支援が行われた場合には、言語・コミュニケーシ

                                                   
1 ここでいう「難聴児」は、聴覚障害児を含め、聞こえにくい子ども・聞こえない子どもを指す。 
2 米国 EHDI（Early Hearing Detection and Intervention）ガイドライン 2000。生後１か月までの

新生児聴覚検査、３か月までの精密検査、６か月までの療育で、１－３－６ルールと言われる。 
3 世界保健機関（WHO）は令和３年３月に「World Report on Hearing」を発表し、難聴は、対応がなさ

れなかった場合、聴覚やコミュニケーションへ影響を与えるだけでなく、言語発達、認知機能、教

育、雇用、精神状態、対人関係等にも幅広く影響を与えうると指摘した。 
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ョン手段の発達・獲得を円滑にし、難聴児の今後の社会生活をより豊かにすること

につながると考えられるため、早期に発見し、療育及び教育につなげることが重要

である。 

 

＜保健、医療、福祉及び教育の連携＞ 

 難聴児の早期発見・早期療育推進のためには、都道府県及び市区町村の保健、医

療、福祉及び教育に関する部局や医療、療育及び教育機関等の関係機関、医師会等

医療関係団体が連携し、専門職連携教育4から多職種連携5に向かうことが重要であ

る。地域における保健、医療、福祉及び教育各分野の専門職、行政機関及び当事者

団体等が顔の見える関係に基づくコミュニケーションを通じて、各々の役割を理解

し、協力する関係を構築するに当たっては、必要に応じて行政機関が関係者の調整

等を行うことが望ましい。関係者間での連携体制を構築するため、多面的な発達の

評価に基づきあらゆる言語・コミュニケーション手段の選択肢が保障され、また、

選択後の寛容性が担保されることが重要である。 

 

＜本人及び家族等を中心とした支援＞ 

 難聴児支援においては、本人とその家族等を中心とした早期支援が、言語・コミ

ュニケーション手段の獲得や家族等の不安軽減等につながる。最終的な意思決定

権は本人にあるが、本人が乳児である場合はその家族等が意思決定を行うことを

認識し、難聴に関する知識をもたない状態から、難聴児本人の多面的な発達等の評

価等の情報を正しく理解し、意思決定できるようになるまで、地域における保健、

医療、福祉及び教育各分野の専門職及び行政機関等の関係者等で本人及び家族等

に寄り添った支援を行うことが重要である。 

 

＜学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組の重要性＞ 

  難聴児とその家族等に寄り添った教育や支援の実現のため、障害特性の十分な理

解に基づく一人一人に応じたきめ細かな教育や支援が行われることが重要である。

したがって、難聴児の支援には関係者の専門性6が求められる。また、通常の学級

に在籍する軽中等度難聴児や人工内耳装用児をはじめとする難聴児には、特別支援

学校のセンター的機能の活用や難聴特別支援学級の専門的な知見を活用した支援、

通級による指導の活用及び難聴児への支援を行っている障害児通所支援事業所（難

                                                   
4 複数の領域の専門職に就く者が連携及びケアの質を改善するために、同じ場所で共に学び、お互いの

ことを学び合うこと。 
（引用：令和２年度障害者総合福祉推進事業「難聴児の言語発達（コミュニケーション）に資する療育に関する調査研究事業報告書」）  

5 複数の領域の専門職に就く者が各々の技術と役割をもとに共通の目標を目指す協働のこと。 
（引用：令和２年度障害者総合福祉推進事業「難聴児の言語発達（コミュニケーション）に資する療育に関する調査研究事業報告書」）  
6 ここでいう専門性とは、聴覚、視覚の感覚機能を最大限に活用して音声、手話、文字による筆談など

多様な方法で基礎的関係を築き、難聴児の認知、言語、心理等発達全般について支援し、家族と連携

しながら長期的な視点で難聴児本人の障害認識、自己実現、社会参加を促す知識及び技術のことを指

す。 
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聴児向け児童発達支援センター7その他難聴児が利用している事業所をいう。以下

同じ。）に勤務する専門性をもった職員（言語聴覚士等）の支援や協力が重要であ

る。 

 

＜切れ目ない支援の必要性＞ 

  難聴児は、難聴に伴う学習面や心理面への影響により、就学や就労等の段階で課

題に直面することがある。聞こえの程度にかかわらず、本人の持つ力を十分に発揮

するため、必要な支援が成長の各段階で提供されるよう、様々な関係者が協力しつ

つ、支援が途切れてしまうことのないよう配慮する必要がある。 

 

＜多様性と寛容性＞ 

 聞こえる、聞こえにくい、聞こえないにかかわらず、多様性を認め合う寛容性を

もった社会、聞こえる人も聞こえにくい人も聞こえない人も共に生きる共生社会

づくりが重要である。言語は思考の礎にもなる重要な要素であることを認識し、そ

れぞれの難聴児が本来持つ力を生かして習得できる言語は何かということに立ち

返り、言語・コミュニケーション手段の選択肢が限定されることなく、どの選択肢

も保障・尊重されることが望ましい。また、どのような選択をしても、難聴児の発

達に関する理解に基づく療育及び教育が受けられる環境を整えていくこと、本人

が成長した時に自身の言語・コミュニケーション手段を自ら選択し、決定するとい

う過程を保障することが重要である。 

  

 

２．難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策 

検討会における議論を踏まえ、各地域の取組等を中心に、計画に盛り込むことが考え

られる事項を整理した。なお、これらの取組の実施に当たっては、本方針の１．(2)に掲

げる難聴児支援の基本的な考え方に則ることとする。 

 

(1) 基本的な取組  

○ 新生児聴覚検査に係る協議会の設置を行うとともに、研修会の実施、普及啓発等

により、都道府県における推進体制を整備すること。また、新生児聴覚検査実施の

ための手引き書等の作成、新生児聴覚検査の実施状況及び結果の集約等の調査を行

い、医療機関、市区町村及び医師会等医療関係団体への情報共有・助言等を実施す

ること。さらに、難聴と診断された子を持つ家族等への切れ目ない相談支援、産科

医療機関等の検査実施状況の把握や精度管理等の実施等に努めること。 

○ 難聴児支援を担当する部局を明確にし、関係者間で顔が見える協議の場を提供す

るなど、難聴児支援のための中核的機能を有する体制の確保を行うこと。新生児聴

                                                   
7 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成二十四年厚生労

働省令第十五号）第六条第四項等に規定する「主として難聴児を通わせる指定児童発達支援事業所」

をいう。以下同じ。 
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覚検査の結果、リファー（要再検をいう。以下同じ。）となった子とその家族等に

対する精密検査機関の紹介や、支援に関する課題の共有により、関係者の共通認識

の形成や、支援の専門性の向上を含めた難聴児支援の充実を図ること。 

○ 聴覚特別支援学校等の教員の専門性向上に向けた取組を充実すること。また、聴

覚特別支援学校の教員や施設・設備を生かした地域における特別支援教育を推進す

る特別支援学校のセンター的機能の強化を図るため、教員等の適切な配置や専門家

の活用等を行うとともに、地域における保健、医療、福祉の関係機関と連携した乳

幼児教育相談などの取組を行うこと。 

 

(2) 地域の実情に応じた取組 

① 新生児聴覚検査体制の整備  

＜リファーと判定された子の追跡調査＞ 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった場合に概ね生後１週間以内に確認検査を実

施すること及び確認検査でもリファーとなった場合に遅くとも生後３か月頃まで

に精密検査を実施することについてのロードマップ等を整備すること。 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった子の検査結果の把握、精密検査機関の紹介を

含めた家族等に対する早期からの援助・相談対応、精密検査機関との連携体制の構

築等を行うこと。里帰り出産等新生児聴覚検査の受検状況等の把握が難しい場合を

含めたリファーとなった子を追跡する方法について検討を行うこと。把握・情報の

管理にあたっては市区町村や関係機関と連携することが望ましい。 

＜手引き書等の活用＞ 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった場合の対応を整理した手引き書等を作成し、

作成した手引き書等の普及や活用の検討を行うこと。手引き書等は地域の実情に合

わせて定期的な見直しを行い、関係機関で共有することが望ましい。 

＜受検率8の向上＞ 

○ 都道府県内の小規模の産科医療機関等を含め、全ての新生児が新生児聴覚検査を

受検できる体制の整備を目指し、市区町村が検査に係る費用について公費負担を行

い、受診者の経済的負担の軽減を図れるよう働きかけ等を行うこと。 

○ 市区町村が母子健康手帳の交付、妊産婦健康診査、出産前の両（母）親学級等の

機会を活用し、新生児聴覚検査についての普及啓発を行うことができるよう周知す

ること。 

＜精度管理＞ 

○ 新生児聴覚検査を実施している産科医療機関等に対し、定期的に検査の実施状況

の把握・確認や検査の精度管理を行うこと。 

                                                   
8 令和元年度「新生児聴覚検査の実施状況等について」（厚生労働省子ども家庭局母子保健課調べ） 
・受検の有無を把握している市区町村のうち、受検者数を集計している市区町村における出生児数に

対する受検者数の割合：90.8％ 
・公費負担を実施している市区町村：52.6％ 
・精密検査の結果を把握している市区町村：84.4％ 
・検査により把握した要支援児に対する療育が遅滞なく実施されるための指導援助を行っている市区

町村：80.7％ 
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＜検査体制の強化＞ 

〇 新生児聴覚検査でリファーとなった子が生じた場合、都道府県等でその情報を集

約し、家族の承諾が得られる範囲で精密検査機関及び市区町村と連携し、情報共有

を行うこと。 

○ 耳音響放射検査（OAE）は内耳機能を検査しているため、聴神経難聴スペクトラ

ム（auditory neuropathy spectrum disorder(ANSD)）ではパス（反応ありをいう。）

となるものの、聴神経機能は異常であるため、自動聴性脳幹反応検査（以下「自動

ABR」という。）ではリファーとなる。このため、初回検査及び確認検査は自動 ABR

で実施することが望ましいことに留意すること。 

○ 小規模の産科医療機関等でも検査ができるよう聴覚検査機器を所有していない

産科医療機関等に自動 ABR の機器購入の支援を検討すること。 

 

② 地域における支援 

＜協議会の設置＞ 

○ 保健、医療、福祉及び教育に関する行政機関の部局や医療機関等の関係機関の人

的資源及び現状を把握したうえで、当事者を含めて、関係機関で顔の見える関係を

構築すること。医療機関、療育機関及び教育機関等関係機関で日常的な連携や情報

交換を行い、新生児聴覚検査から診断、治療、療育、教育に至るまでの流れ、連携

による支援の必要性について認識を共有し、関係を円滑にしていくための協議会を

設置すること。 

＜多様な関係者の参画＞ 

○ 保健師等様々な施設に参画するコーディネーターや、特にロールモデルやメンタ

ーとしての当事者・当事者支援団体を連携体制に含めるよう努めること。また、重

複障害の難聴児も一定数いることから、複数の関係科の医師9や、聴覚分野や言語

発達に詳しい言語聴覚士、療育機関の関係者が連携体制に参画できるよう努めるこ

と。多様な関係者が参画する前述の協議会では、多様性に対する寛容性を有するよ

う配慮すること。 

○ 都道府県の聴覚障害者情報提供施設等や難聴児への支援を行っている障害児通

所支援事業所等が連携体制に参画し、相互に支援の専門性が共有されるよう努める

こと。 

○ その他、地域の実情に応じて、上記以外の民間の支援団体との連携、活用につい

て検討すること。 

 

③ 家族等に対する支援 

＜情報提供＞ 

○ 市区町村が母子健康手帳の交付、妊産婦健康診査、出産前の両（母）親学級等の

機会を活用し、新生児聴覚検査についての普及啓発を行うことができるよう周知す

ること（再掲）。 

                                                   
9 子の発達を多面的に評価するための小児科・小児神経科の医師、例えば複雑な発達の課題が見られる

場合には児童精神科等の医師が想定される。 
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○ 市区町村による手引き書等の作成、相談窓口の周知、難聴児の子育てに関する

様々な情報提供のため、難聴児の家族等の学びにつながる教材10を作成・配布する

こと。関連の情報にアクセスしやすいようホームページ等を活用すること。 

＜相談対応＞ 

○ 家族等からの相談等に対応して、多様性と寛容性の観点に留意しつつ、複数の療

育方法の選択肢を提示し、どの時期においても中立的な立場での相談対応や難聴児

の発達に関する知見をもって、家族等の精神面も含めた支援ができるよう、協議会

の活用等による関係機関と連携した支援体制等の整備を行うこと。 

＜交流の機会確保・周囲の理解促進＞ 

○ 難聴児の子育てに当たり、きょうだいを含めた家族同士や当事者同士が交流す

る機会を設けること。 

○ 難聴は周囲から気付かれにくい障害であると考えられることを踏まえ、軽中等

度難聴を含め、周囲の障害特性についての理解を促すこと。 

 

④ 学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組 

＜支援の専門性向上＞ 

○ 特別支援学校の教員や、特別支援学校に配置等される言語聴覚士等の専門家によ

る、専門的な立場からの難聴児の指導の実施や、本人や家族等の意向を踏まえつつ

必要な環境整備や支援等を行うこと。 

○ 聴覚特別支援学校等の聴覚障害教育の専門性向上のため、免許法認定講習の充実

など聴覚障害者に関する教育の領域を定めた免許状（以下「免許状」という。）の

保有率を高める取組の実施や独立行政法人国立特別支援教育総合研究所等におけ

る研修の受講促進を図るとともに、免許状を有し、専門性の高い教員等の配置・異

動の工夫や、人事交流等により、難聴児への切れ目ない支援が実現できるよう配慮

すること。 

○ 通常の学級に通う難聴児にも聴覚特別支援学校に通う難聴児に提供されるよう

な支援が提供されるよう、合理的配慮を含めた環境の整備、通級による指導を担当

する教員の聴覚障害教育の専門性向上のための取組やインクルーシブ教育システ

ムの理念を踏まえ小学校等での障害者及び特別支援教育の理解の促進に向けた取

組を行うこと。 

〇 難聴児向け児童発達支援センターが、難聴児支援の専門性を活用し、他の児童発

達支援事業所の専門性を向上するための研修等について、行政、医療等とも協働し

て地域で連携して取り組んでいけるよう配慮すること。 

 

⑤ 切れ目ない支援に向けた取組 

                                                   
10 記載する内容の例として、以下等が挙げられる。 
・新生児聴覚検査の意義、目的、精度の限界  ・情報提供機関等、家族等の相談先 
・子どもの言語・コミュニケーション手段の発達・獲得や、聞こえの状態や本人及び家族等の希望に

応じた多様な療育方法に関する情報 
・難聴の原因、治療（薬、補聴器、人工内耳等）、経過に関する情報  ・地域の療育・教育機関  
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＜軽中等度難聴児を含む切れ目ない支援＞ 

○ 新生児期以降において徐々に発現する進行性難聴や後天性の一側性難聴は、新生

児聴覚検査で再検不要と判断された場合でも、市区町村における１歳６か月児健康

診査、３歳児健康診査及び就学前後の健康診断の際に、聞こえの確認等を行い、難

聴が疑われる子については精密検査の受診が確実になされるよう市区町村や学校

へ助言すること。あわせて、地域の健康診査・健康診断に関わる者に資質向上に係

る必要な情報提供等を行うよう検討すること。 

○ 新生児聴覚検査でリファーとなった子と家族等が、各地域において難聴の相談対

応を行っている機関で適切な指導援助・支援を受けられるよう、各地域において子

育ての相談対応を行っている機関との連携について検討を行うこと。なお、子育て

の相談対応を行っている機関としては、子育て世代包括支援センター等が想定さ

れ、難聴の相談対応を行っている機関としては、障害児通所支援事業所、聴覚特別

支援学校、小学校等の難聴特別支援学級等が想定されるところ、地域資源を踏まえ

て適切な機関と連携が図られるよう留意すること。 

○ 聴覚特別支援学校等の乳幼児教育相談の支援を都道府県内のどの地域でも受け

られるよう、公共施設等を利用するなど、地域における保健、医療、福祉の関係機

関と連携して人的・物理的環境を整備し、都道府県内全域の支援の実現を目指した

取組を検討すること。 

＜就学に当たっての意向の尊重＞ 

○ 難聴児の就学先の決定に当たっては、特別支援学校及び難聴特別支援学級等も

含め、「保護者の意見については、可能な限りその意向を尊重しなければならな

い」とされている通知11の趣旨を十分に踏まえ行うこと。  

 

 

３．計画の作成に関する事項 

計画の作成に当たっては、以下に掲げる事項に配慮する必要がある。 

 

(1) 計画の位置付け 

○ 計画の作成に当たっては、独立した計画を作成するほか、障害児福祉計画をはじ

め、関係する他の都道府県計画の中に位置付けることも考えられる。 

 

(2) 計画の期間 

○ 計画の期間は、(1)の計画の位置付けに準じ、各都道府県で定めること。  

 

(3) 障害者等の参加 

                                                   
11 平成 25 年 10 月４日の「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について」（25 文

科初第 756 号）の通知における「障害のある児童生徒等の就学先の決定に当たっての基本的な考え

方」を参照。 
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○ 計画の作成に当たっては、当事者及び関係者等の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めること。  

 

(4) 他の計画等との関係 

○ 計画は、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十三条の二十二第一

項に規定する都道府県障害児福祉計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）第八十九条第一項に規定する

都道府県障害福祉計画、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第十一条第

二項に規定する都道府県障害者計画、教育基本法（昭和二十二年法律第二十五号）

第十七条第二項により都道府県が定める教育の振興のための施策に関する基本的

な計画、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第百八条に規定する都道府県

地域福祉支援計画、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項に

規定する医療計画、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第六十

二条第一項に規定する都道府県子ども・子育て支援事業支援計画その他都道府県に

おいて作成する計画等であって難聴児の支援に関する事項を定めるものと調和が

保たれたものとし、かつ成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要

な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（平成

三十年法律第百四号）第十一条に規定する成育医療等の提供に関する施策の総合的

な推進に関する基本的な方針に則したものとすることが必要である。 

 

（以上） 
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会 

開催要綱 

１． 趣旨 

 令和元年６月にとりまとめられた「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育

の連携プロジェクト報告」においては、難聴児の早期発見・早期療育の促進のためには、

難聴児及びその家族に対して、都道府県及び市区町村の保健、医療、福祉及び教育に関す

る部局や医療機関等の関係機関が連携して、支援を行う必要性が指摘されている。 

これを踏まえ、国において、新生児聴覚検査に係る取組の推進、早期療育の促進のため

の保健、医療、福祉及び教育の連携の促進、難聴児の保護者への適切な情報提供の促進等

を内容とする基本方針（以下「基本方針」という。）を、都道府県における難聴児早期発

見・早期療育推進プラン（仮）の作成の指針として作成するため、「難聴児の早期発見・

早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会」（以下「検討会」という。）を開催す

る。 

 

２． 検討事項 

（１）基本方針の作成に関する事項 

（２）その他  

 

３． 構成等 

（１）検討会は、文部科学省初等中等教育局長の協力を得て、厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長が開催する。 

（２）構成員は、別紙のとおりとする。 

（３）検討会に座長及び座長代理を置く。 

（４）座長は、構成員の互選により選出し、座長代理は、構成員の中から座長が指名す

る。 

（５）検討にあたり、必要に応じて関係者に対し意見聴取等の協力を求めることができ

る。 

（６）その他検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

 

４． その他 

（１）この検討会に関する庶務は、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課におい

て行う。 

（２）検討会の議事、資料及び議事録は原則として公開とする。内容により非公開にする

必要があると座長が認めた場合には、非公開である旨及びその理由を明示するとと

もに、座長が認める範囲において議事要旨を公開する。   
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（～令和３年３月 31日） 

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会 

構成員名簿 

 

秋田県教育庁特別支援教育課長                       新井 敏彦 

 

神田 E･N･T 院長、長崎大学医学部耳鼻咽喉科臨床教授   神田 幸彦 

 

国立研究開発法人国立成育医療研究センター副院長    小枝 達也  

 

東京大学大学院総合文化研究科教授           酒井 邦嘉 

 

国際医療福祉大学大学院教授                           城間 将江 

 

昭和大学医学部産婦人科学講座教授                     関沢 明彦 

 

静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課長     髙橋 真一朗 

 

金沢大学人間社会研究域学校教育系教授                 武居 渡 

 

全国盲ろう難聴児施設協議会副会長                     問田 直美 

 

◎ 九州大学大学院医学研究院耳鼻咽喉科学分野教授      中川 尚志 

 

島根県立松江ろう学校長                               福島 朗博 

 

○ 医療法人さくら会早島クリニック 耳鼻咽喉科皮膚科院長 福島 邦博 

 

 奈良県立医科大学理事長・学長             細井 裕司 

 

埼玉県福祉部障害者福祉推進課長               村瀬 泰彦 

 

公益社団法人日本医師会常任理事                       渡辺 弘司 

  

◎座長 〇座長代理                      （五十音順・敬称略） 

 

別紙 
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（令和３年４月１日～） 

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会 

構成員名簿 

 

前秋田県教育庁特別支援教育課長                     新井 敏彦 

 

静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課長       河本 大輔 

 

神田 E･N･T 院長、長崎大学医学部耳鼻咽喉科臨床教授   神田 幸彦 

 

国立研究開発法人国立成育医療研究センター副院長    小枝 達也  

 

東京大学大学院総合文化研究科教授           酒井 邦嘉 

 

国際医療福祉大学大学院教授                           城間 将江 

 

埼玉県福祉部障害者福祉推進課長               鈴木 康之 

 

昭和大学医学部産婦人科学講座教授                     関沢 明彦 

 

金沢大学人間社会研究域学校教育系教授                 武居 渡 

 

全国盲ろう難聴児施設協議会副会長                     問田 直美 

 

◎ 九州大学大学院医学研究院耳鼻咽喉科学分野教授      中川 尚志 

 

島根県立松江ろう学校長                               福島 朗博 

 

○ 医療法人さくら会早島クリニック 耳鼻咽喉科皮膚科院長 福島 邦博 

 

 奈良県立医科大学理事長・学長             細井 裕司 

 

公益社団法人日本医師会常任理事                       渡辺 弘司 

  

◎座長 〇座長代理                      （五十音順・敬称略） 
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針作成に関する検討会開催経過 

 

第１回 

・日時：令和３年３月 26 日（金）15:00～17:00 

・議題：（１）検討会の開催について 

（２）難聴児早期支援の取組について 

（３）有識者等からのヒアリング 

 国立大学法人筑波技術大学 名誉教授 大沼 直紀 氏 

 学校法人 明晴学園理事 玉田 さとみ 氏 

 医療法人さくら会早島クリニック 耳鼻咽喉科皮膚科院長 福島 邦博 氏 

（４）その他 

          

第２回 

・日時：令和３年５月 28 日（金）10:00～12:00 

・議題：（１）当事者・有識者等からのヒアリング 

一般財団法人全日本ろうあ連盟副理事長 石橋 大吾 氏 

全国難聴児を持つ親の会 副会長 小森谷 晴代 氏 

一般社団法人 人工内耳友の会 ACITA 村田 陸 氏 

声援隊 代表 シュタイガー知茶子 氏 

児童発達支援センター ライシャワ・クレーマ学園園長 佐々木 勝 氏 

学校法人 日本聾話学校教頭 瀬底 正嗣 氏 

奈良県立医科大学理事長・学長 細井 裕司 氏 

独立行政法人国立病院機構 東京医療センター耳鼻咽喉科 南 修司郞 氏 

   （２）その他 

 

第３回 

・日時：令和３年６月 24 日（木）13:00～15:00 

・議題：（１）難聴児の言語発達に資する療育に関する調査研究（令和２年度障害者総合福 

祉推進事業）について 

（２）有識者等からのヒアリング 

神田 E･N･T 院長、長崎大学医学部耳鼻咽喉科臨床教授 神田 幸彦 氏 

島根県立松江ろう学校長  福島 朗博 氏 

九州大学大学院医学研究院耳鼻咽喉科学分野教授 中川 尚志 氏 

（３）難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針案について 

（４）その他 

 

第４回 

・日時：令和３年７月 28 日（水）17:00～19:00 

・議題：（１）難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（素案）について 

    （２）その他 
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第５回 

・日時：令和４年１月 28 日（金）14：00～16：00 

・議題：（１）難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（案）について 

    （２）その他 

 

 

 

 


